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国会計基準採用の有無        無 

１．18 年 3 月期の連結業績（平成 17 年 4 月 1 日 ～ 平成 18 年 3 月 31 日） 

（１）連結経営成績 
 経 常 収 益 経 常  利  益 当 期 純 利 益 

            百万円       ％            百万円       ％            百万円       ％ 

18 年 3 月期 76,781          2.1 18,831         15.7 10,821           25.4 

17 年 3 月期 75,200          3.1 16,276         22.3 8,631        38.8 
 

 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後

１株当たり 

当期純利益 

株主資本 

当期純利益率 

総資本 

経常利益率 

経常収益 

経常利益率 

         円   銭         円   銭          ％          ％          ％ 

18 年 3 月期 332.20 － ７.９ 0.6 24.5 

17 年 3 月期 273.57 － 7.4 0.5 21.6 

（注）①持分法投資損益  18 年 3 月期      －      百万円 17 年 3 月期      －      百万円 

 ②期中平均株式数（連結） 18 年 3 月期 32,353,289 株 17 年 3 月期 31,372,010 株 

 ③会計処理の方法の変更   有 

 ④経常収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
（2）連結財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 
１株当たり 

株主資本 

連結自己資本比

率（国内基準） 

         百万円         百万円          ％         円   銭          ％ 

18 年 3 月期 3,159,949 154,488 4.9 4,488.82 10.38 

17 年 3 月期 3,042,885 121,204 4.0 3,869.46  9.34 

（注）期末発行済株式数（連結） 18 年 3 月期 34,416,311 株 17 年 3 月期   31,323,416 株 

（3）連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

18 年 3 月期 △ 6,550 △ 32,308   19,084 134,841 

17 年 3 月期     4,430 △   9,554 △ 2,714 154,616 

（4）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

     連結子会社数  8 社   持分法適用非連結子会社数 － 社   持分法適用関連会社数 －  社 
（5）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

     連結（新規） － 社  （除外） － 社   持分法（新規） － 社  （除外） － 社 
 
２. 19 年 3 月期の連結業績予想（平成 18 年 4 月 1 日 ～ 平成 19 年 3 月 31 日） 

 経 常 収 益 経 常  利  益 当 期 純 利 益 

                     百万円                     百万円                     百万円

中間期 39,400 11,000  6,100 

通  期 78,100 21,000 11,500 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   334 円 14 銭 

※上記の予想は、今後の経営環境をはじめ様々な要因により、実際の業績と大きく異なる可能性があります。 
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株式会社武蔵野銀行 

１．事業の概要 

（１）事業の内容 

当行グループは、当行及び連結子会社８社で構成され、銀行業務を主体に現金等精査整理業務、リース業務などの

金融サービスに係る事業を行っております。 

当行グループの事業の位置づけは次のとおりであります。 

  ［ 銀行業務 ］ 

当行においては、預金業務、貸出業務、商品有価証券売買業務、有価証券投資業務、内国為替業務、外国為替業

務などのほか､代理業務､債務の保証（支払承諾）､国債等公共債の窓口販売業務などの付帯業務を営んでおります。

また、連結子会社のぶぎんビジネスサービス株式会社、ぶぎんビルメンテナンス株式会社においては、銀行の従属業務

としての現金等の精査整理、行員向け福利厚生業務等を営んでおります。 

  ［ リース業務 ］ 

連結子会社のぶぎん総合リース株式会社は、金融関連業務としてのリース業務を営んでおります。 

  ［ その他 ］ 

連結子会社のぶぎん保証株式会社、むさしのカード株式会社、ぶぎんシステムサービス株式会社、株式会社ぶぎん

地域経済研究所､株式会社ぶぎんキャピタルにおいては、金融関連業務として信用保証業務、クレジットカード業務、金

銭の貸付業務、コンピュータシステムの開発・販売、県内経済の調査研究、ベンチャー企業への経営支援等を行ってお

ります。 

 

（２）事業系統図  

事業系統図で示すと下記のとおりであります。 

 

 

                             ・本店ほか支店９０か店 

                             ・銀行の従属業務を専ら営む連結子会社２社 

                                ぶぎんビジネスサービス株式会社 （銀行事務代行業務） 

                                ぶぎんビルメンテナンス株式会社 （不動産管理業務、行員向け福利厚生業務） 

                                                                        

               

              リース業務     ・金融関連業務を専ら営む連結子会社１社 

                                ぶぎん総合リース株式会社 （リース業務） 

                               （注）当社では主としてリース業務を営んでおりますが、それ以外の業務については、

「その他」に含めております。  

                                          

 

               そ の 他      ・金融関連業務を専ら営む連結子会社５社 

                                ぶぎん保証株式会社（個人向け融資に係る信用保証業務） 

 

 
武

蔵

野

銀

行 

 
銀行業務 

                                むさしのカード株式会社（クレジットカード［ＪＣＢ・ＶＩＳＡ］、金銭の貸付、信用保証

業務） 

                                ぶぎんシステムサービス株式会社（コンピュータシステムの開発・販売・保守管理業

務） 

                                   株式会社ぶぎん地域経済研究所（県内経済・産業の調査研究、経営・税務等の相

談、各種セミナーの開催） 

                                株式会社ぶぎんキャピタル（ベンチャー企業等への投資、経営相談） 
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株式会社武蔵野銀行 

（３）関係会社の状況 

 

当 行 と の 関 係 内 容 

名   称 住  所 資本金 
主要な事 

業の内容 

議 決 権の 所

有（又は被所

有）割合 
役員の

兼任等

資 金 

援 助 

営 業 上 

の 取 引 

設備の

賃貸借

業 務

提 携

（連結子会社）  百万円  ％ 人 百万円    

ぶぎんビジネス 

サービス株式会

社 

さ い た

ま市大

宮区 

２０ 
銀行事務代行

業務 

１００ 

（ － ） 

３ 

（０） 
－ 預金取引 

建物の

一部賃

貸 

 

－ 

 

ぶぎんビルメン

テナンス株式会

社 

さ い た

ま市大

宮区 

２０ 

不動産管理業

務、行員向け

福利厚生業務

１００ 

（ － ） 

３ 

（０） 
－ 

金銭貸借 

取引 

預金取引 

  － 

 

－ 

 

ぶぎん保証株式

会社 

さ い た

ま市大

宮区 

３２０ 

個人向け融資

に係る信用保

証業務 

９５．２ 

（１．１） 

２ 

（０） 
－ 

預金取引 

当行ロー

ン債務者

に関する

保証取引 

建物の

一部賃

貸 

－ 

ぶぎん総合リー

ス株式会社 

さ い た

ま市大

宮区 

１２０ 

総合リース、フ

ァクタリング、

営業資金の貸

付業務 

４５．０ 

（４０．０） 

２ 

（０） 
－ 

金銭貸借 

取引 

預金取引 

リ ー ス 取

引 

  － 

 

－ 

 

ぶぎんシステム 

サービス株式会

社 

さ い た

ま市大

宮区 

２０ 

コンピュータシ

ステムの開発・

販売・保守管

理業務 

６０．０ 

（５５．０） 

３ 

（０） 
－ 預金取引 

建物の

一部賃

貸 

－ 

株式会社ぶぎん 

地域経済研究所 

さ い た

ま市大

宮区 

２０ 

県内経済・産

業 の 調 査 研

究 、 経 営 ・ 税

務等の相談、

各種セミナー

の開催 

６２．５ 

（５７．５） 

３ 

（０） 
－ 預金取引 

建物の

一部賃

貸 

－ 

株式会社ぶぎん 

キャピタル 

さ い た

ま市大

宮区 

２０ 

ベンチャー企

業 等 へ の 投

資、経営相談

５２．０ 

（４７．０） 

３ 

（０） 
－ 

金銭貸借 

取引 

預金取引 

建物の

一部賃

貸 

 

－ 

 

 

むさしのカード 

株式会社 

 

さ い た

ま市大

宮区 

４０ 

クレジットカー

ド業務（ＪＣＢ・

ＶＩＳＡ）、金銭

の貸付、信用

保証業務 

４２．６ 

（３７．７） 

２ 

（０） 
－ 

金銭貸借 

取引 

預金取引 

  － － 

（注）１．上記関係会社のうち、特定子会社はありません。 

２．上記関係会社のうち、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

３．「議決権の所有（又は被所有）割合」欄の （    ）内は連結子会社による間接所有の割合（内書き）であります。 

４．「当行との関係内容」の「役員の兼任等」欄の（    ）内は、当行の役員（内書き）であります。 
５．平成 18 年 2 月 27 日開催の取締役会において、当行は平成 18 年 6 月 1 日を期日としてぶぎんビルメンテナンス 

  株式会社と合併することを決議いたしました。 
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株式会社武蔵野銀行 

２．経営方針及び経営成績 

（１）経営方針 

 

＜経営方針＞ 

銀行の持つ社会的・公共的責任を自覚し、より調和のとれた健全かつ透明性の高い経営を目指してまいります。 

また、お客さまのニーズに的確かつ迅速にお応えできる体制整備と自由闊達で創造力と活力に溢れた企業風土を

醸成し、行員一人ひとりが十分に個性を発揮でき、生きがいをもてるような銀行を確立してまいります｡ 

 

＜利益配分に関する方針＞ 

利益配分につきましては、地域金融機関として経営の健全性と安定した収益を確保し、内部留保による財務体質の

強化を図るとともに、株主の皆様に報いるため利益の状況や経営環境等を総合的に考慮した上で、安定的な配当を継

続的に行うことを基本方針としております。 

 

＜投資単位の引下げに関する考え方及び方針等＞ 

   投資単位の引下げにつきましては、より多くの投資家の皆様に対し投資環境を整備する上で重要な事項と認識して

おり、今後の株価水準、市場動向等を注視しつつ、見直しを検討してまいります。 

 

＜対処すべき課題＞ 

金融界を取り巻く環境をみますと、保険窓販、銀行代理店制度の見直し等の様々な規制緩和が進展する一方、大手

行や近隣地銀による市場性豊かな埼玉県への進出、さらには、銀行、証券、生損保等の業態間の垣根の低下や郵政

民営化を巡る動きなどから、今後競争が益々激化するものと予想されます。 

こうした経営環境のもと、当行では平成１６年４月から「収益力の強化」「財務体質の一段の向上」「営業基盤の更なる

拡充」を三位一体とした中期経営計画「ＪＵＭＰ ＵＰ ２１」に取組んでおり、その基本方針に則り諸施策を積極的に展開

しておりますほか、経営の効率性を高めるため、平成１８年１月、当行のコンピューターシステムを地銀８行による共同版

システムに移行するなど、中長期的視点に立った経営体質の改善にも前向きに取り組んでいるところです。 

当期は、地元埼玉県のお客様の利便性向上に資するため、狭山支店、志木支店の新築移転、東川口支店の開設、

川口・久喜両住宅ローンセンターの新設に加え、ＡＴＭネットワークの整備やインターネットバンキングなど非対面チャネ

ルの拡充等、営業基盤強化に向けた対応を図っております。また、お客様の資産運用に関しても投資信託、年金保険

等の取扱商品を拡充するとともに、資産運用アドバイザーを主要支店に常駐させ、多様化・高度化するお客様のニーズ

に迅速、的確にお応えできる体制といたしました。 

一方、地元中小企業をはじめとする法人のお客様に対しては、お取引先のニーズにあった融資商品を提供するのは

もとより、高度化する経営課題への様々なサポートのほか、創業・新事業や事業再生への支援態勢を充実するため、各

種コンサルティング機能の強化や外部専門機関等との提携を推進してきております。 

１８年度は中期経営計画「ＪＵＭＰ ＵＰ ２１」の最終年度であります。本計画で掲げている「地域貢献度ＮＯ．１銀行、

埼玉県民のベストリテールバンク」の実現を目指し、お客様の満足度の向上を図るため、これまで以上に多様で魅力あ

る商品の提供をはじめ、付加価値の高い情報提供や提案活動、ソリューション営業など、さらに高度で良質な金融サー

ビスの拡充に努めたいと存じます。また、内部管理態勢を一段と強化し、より一層健全な財務体質の構築を図り、透明

性の高い経営を実践してまいる所存であります。 

 

◎中期経営計画「ＪＵＭＰ ＵＰ ２１」の最終年度（平成１９年３月期）の計数目標は、下記のとおりです。 

 

 項    目 目 標 値  指    標 目    標 

コア業務純益 ２３０億円以上 コアＲＯＡ（コア業務純益ベース） ０．７０％以上

経常利益 １８５億円以上 ＲＯＥ（当期純利益ベース） ８．５０％以上

収 

 

益 
当期純利益 １００億円以上 コアＯＨＲ（コア業務粗利益ベース） ６０．０％未満

  

経  

営

指

標
自己資本比率 ９．５％以上

 

＜親会社等に関する事項＞ 

該当ございません。 
 

 

－４－ 



株式会社武蔵野銀行 

 

（２）経営成績及び財政状況 

平成17年度の国内経済を振り返ると、夏場まではＩＴ関連を中心とする在庫調整の継続と輸出の減速に伴い、前年

度後半からの踊り場局面が続く展開となりました。しかしながら、その後は輸出の持直しやＩＴ関連分野での在庫調整

一巡を契機に生産が増加に転じたことなどから、景気は足踏み状態を脱し穏やかな回復軌道に復することとなりまし

た。下期入り後は好調な企業収益や売上げの増加を背景に設備投資が一層堅調に推移したほか、個人消費も雇用

や所得環境の改善を映じて底固さを加えるなど、内外のバランスのとれた着実な景気回復が続く状況となりました。 

このような景気情勢を反映し、期初 11,000 円台であった日経平均株価は幅広い投資家からの買いに支えられ年

度を通じて強含み基調が継続、特に秋口以降は一段と騰勢を強め、年度末にはほぼ６年振りの高値となる 17,000円

台まで上昇しました。 

一方、短期金利は日銀による量的緩和政策の効果継続から、ほぼゼロ％近傍での推移が続きましたが、長期金利

（10 年国債利回り）は景気の回復基調に加えて、消費者物価の前年比プラス転換を受けた量的緩和政策の解除、さ

らにはゼロ金利政策脱却観測などから、年明け以降は上昇基調が鮮明となり、3 月には１年 7 か月振りに 1.8％台を

記録することとなりました。 

この間、県内経済については、ほぼ全国と同様に夏場までは電気機械や一般機械の在庫調整を主因に生産活動

に弱めの動きが見られましたが、秋口以降は、在庫調整の進展に伴い生産が持ち直し、足踏み状態を脱する展開と

なりました。先行きについても、原材料価格や仕入価格の上昇による企業収益圧迫懸念はあるものの、旺盛な内外

需要や設備の不足感を背景にした設備投資の裾野の広がりのほか、活発な市街地開発プロジェクトや高水準の住宅

建設需要が見込まれることなどから、県内景気は引続き着実な回復基調を辿るものと予想されます。 

 

＜業績＞ 
このような経済金融環境のもと、当行グループでは３年間の中期経営計画「ＪＵＭＰ ＵＰ ２１」の２年目にあたりましたこ

とから、役職員一体となって営業取引基盤の拡充に取り組むとともに、より一層の経営体質の強化、経営効率の向上に

努めました結果、次のような業績となりました。 
 

【貸出業務】 
貸出金につきましては、貸出資産の健全性を堅持しつつ、県内地元企業及び個人のお客様の借入ニーズに積極的

にお応えするべく取り組みました結果、当連結会計年度末の貸出金残高は前連結会計年度末に比べ１，７８３億円増加

し、２兆２，５６５億円となりました。 
【預金業務】 

預金につきましても、お客様の利便性が高く地域に密着した営業基盤の拡充に努めましたことなどから、当連結会計

年度末の総預金残高は、前連結会計年度末比７９２億円増加し、２兆８，７６４億円となりました。 
【有価証券業務】 

有価証券につきましては、国債・地方債等公共債を引き受けるとともに、安全かつ効率性の高い資金運用に努めまし

た。当連結会計年度末の残高は前連結会計年度末に比べ３５８億円増加し、６，４７７億円となりました。 
なお、商品有価証券の当連結会計年度末残高は、５億円であります。 

【国際業務】 
お客様のニーズにお応えするため、貿易為替や外貨預金の取り扱いに努めました。これにより当連結会計年度の外

国為替取扱高は１４億６３百万ドルとなりました。 
【損益状況】 

当期の損益状況につきましては、貸出運用力の強化や投信・保険等の販売増強に努めましたことから、銀行単体の

本業の収益力を示すコア業務純益は前年比７億４７百万円の増加となる２１４億０１百万円、また連結ベースの当期純利

益も前連結会計年度比２１億９０百万円増加し１０８億２１百万円となり、いずれも４年連続で過去最高益を計上すること

ができました。 
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＜キャッシュ・フロー＞ 

まず、「営業活動によるキャッシュ・フロー」につきましては、預貸金等の本来業務によるものでありますが、当連結会

計年度は、預金と譲渡性預金の増加（８７７億円）、コールローンの減少（７５２億円）及び営業活動による利益（２０３億

円）といった資金の増加要因がありましたが、一方で貸出金の増加（１，７８３億円）、法人税等支払額（７１億円）及びシス

テム共同化に伴う資産等の増加（４４億円）でキャッシユの流失がありましたので、全体で６６億円の資金減少となりまし

た。 
次に、「投資活動によるキャッシュ・フロー」は全体で３２３億円の資金減少となりましたが、その要因は有価証券の運用

増加（３１０億円）と動産不動産の取得（１３億円）によるものであります。 
最後の「財務活動によるキャッシュ・フロー」は資本に関するもので、当連結会計年度末は全体で１９１億円の資金増

加となりました。主因は、配当金の支払１６億円の減少要因はありましたが、昨年１１月に実施した公募増資による増加 
１８０億円、自己株式処分による増加２７億円であります。 

この結果、当連結会計年度末の「現金及び現金同等物」残高は、前連結会計年度末に比べ１９８億円減少し１，３４８

億円となりました。 
 

＜自己資本比率の状況＞ 

当連結会計年度末の自己資本比率は、１０．３８％となりました。この比率は国内指導基準である４％を大幅に上回っ

ており、当行の財務内容は引き続き高い健全性を堅持しております。 
 

＜次期の業績見通し＞ 

平成１９年３月期は、新中期経営計画「ＪＵＭＰ ＵＰ ２１」の最終年度（３年目）にふさわしい成果をあげるべく諸施策を

実施し、貸出金と預り資産の増強をはじめ収益力のさらなる強化を図ってまいります。 
連結ベースでは、経常収益は７８１億円、経常利益は２１０億円、当期純利益は１１５億円を見込んでおります。 
単体ベースでは、経常収益は６６５億円、経常利益は１９５億円、当期純利益は１１０億円を見込んでおります。 
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３．連結財務諸表等  

比 較 連 結 貸 借 対 照 表 

（単位：百万円） 

科               目 
平成１７年度末 

（Ａ） 

平成１６年度末 

（Ｂ） 

比  較 

（Ａ）－（Ｂ） 

（  資  産  の  部  ）     

現 金 預 け 金 １３６，２５７ １５５，５７２  △ １９，３１５

コ ー ル ロ ー ン 及 び 買 入 手 形 １，２５８ ６９，８７７  △ ６８，６１９

買 入 金 銭 債 権 １７，１２７ ２３，７７４  △ ６，６４７

商 品 有 価 証 券 ５６１ ４３５  １２６

金 銭 の 信 託 １，５００ １，５００  －

有 価 証 券 ６４７，７４１ ６１１，８９７  ３５，８４４

貸 出 金 ２，２５６，５２０ ２，０７８，２１３  １７８，３０７

外 国 為 替 １，７０１ １，６３９  ６２

そ の 他 資 産 ４６，３０８ ４４，７２７  １，５８１

動 産 不 動 産 ３７，０１１ ３６，７３８  ２７３

繰 延 税 金 資 産 ７，７９５ １４，３９３  △ ６，５９８

支 払 承 諾 見 返 ２５，０６４ ２６，９４９  △ １，８８５

貸 倒 引 当 金 △ １８，８９８ △ ２２，８３５  ３，９３７

投 資 損 失 引 当 金 △ ０ △ ０  △ ０

資 産 の 部 合 計 ３，１５９，９４９ ３，０４２，８８５  １１７，０６４

（  負  債  の  部  ）   

預 金 ２，８７６，４４７ ２，７９７，２１６  ７９，２３１

譲 渡 性 預 金 １２，０４０ ３，６１０  ８，４３０

コ ー ル マ ネ ー 及 び 売 渡 手 形 ８，２２２ ８，１６５  ５７

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 ２，９２８ －  ２，９２８

借 用 金 ４０，４７１ ４０，７６６  △ ２９５

外 国 為 替 １６７ ９０  ７７

そ の 他 負 債 ２４，９５９ ３０，９０１  △ ５，９４２

賞 与 引 当 金 １，４１４ １，４１８  △ ４

退 職 給 付 引 当 金 ５，５７１ ５，４６３  １０８

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 ５，６５５ ５，１００  ５５５

支 払 承 諾 ２５，０６４ ２６，９４９  △ １，８８５

負 債 の 部 合 計 ３，００２，９４２ ２，９１９，６８２  ８３，２６０

（ 少 数 株 主 持 分 ）   

少 数 株 主 持 分 ２，５１８ １，９９８  ５２０

（  資  本  の  部  ）   

資 本 金 ４５，７４３ ３６，６９０  ９，０５３

資 本 剰 余 金 ３９，４３９ ２９，３０１  １０，１３８

利 益 剰 余 金 ４７，８２５ ３８，６２９  ９，１９６

土 地 再 評 価 差 額 金 ６，９７１ ７，４９６  △ ５２５

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 １４，６７０ １０，７９７  ３，８７３

自 己 株 式 △ １６２ △ １，７１１  １，５４９

資 本 の 部 合 計 １５４，４８８ １２１，２０4  ３３，２８４

負 債 、 少 数 株 主 持 分 及 び 

資 本 の 部 合 計 
３，１５９，９４９ ３，０４２，８８５  １１７，０６４

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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比 較 連 結 損 益 計 算 書 

（単位：百万円） 

科               目 
平成１７年度 

（Ａ） 

平成１６年度 

（Ｂ） 

比  較 

（Ａ）－（Ｂ） 

経 常 収 益 ７６，７８１ ７５，２００  １，５８１

  資 金 運 用 収 益 ５２，２２４ ５０，１２９  ２，０９５

    貸 出 金 利 息 ４３，４５０ ４２，４４２  １，００８

    有 価 証 券 利 息 配 当 金 ８，５７２ ７，４８６  １，０８６

    コールローン利息及び買入手形利息 ５１ ３９  １２

    買 現 先 利 息 １ ５  △ ４

    預 け 金 利 息 ０ ３  △ ３

    そ の 他 の 受 入 利 息 １４７ １５２  △ ５

  役 務 取 引 等 収 益 １０，４８３ ９，４３４  １，０４９

  そ の 他 業 務 収 益 ２，１５０ ２，７０２  △ ５５２

  そ の 他 経 常 収 益 １１，９２３ １２，９３３  △ １，０１０

経 常 費 用 ５７，９５０ ５８，９２３  △ ９７３

  資 金 調 達 費 用 ２，２５８ ２，１７９  ７９

    預 金 利 息 ８６２ ８１７  ４５

    譲 渡 性 預 金 利 息 ３ ４  △ １

    コールマネー利息及び売渡手形利息 ２９６ ３０４  △ ８

    債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 ５４ －  ５４

    借 用 金 利 息 ６６３ ８０２  △ １３９

    そ の 他 の 支 払 利 息 ３７７ ２４９  １２８

  役 務 取 引 等 費 用 ３，５５２ ３，３０１  ２５１

  そ の 他 業 務 費 用 １，８９９ ２，１２７  △ ２２８

  営 業 経 費 ３６，３３５ ３４，９８３  １，３５２

  そ の 他 経 常 費 用 １３，９０３ １６，３３１  △ ２，４２８

    貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ２，４２９ ４，９９０  △ ２，５６１

    そ の 他 の 経 常 費 用 １１，４７４ １１，３４０  １３４

経 常 利 益 １８，８３１ １６，２７６  ２，５５５

特 別 利 益 ６０５ １４１  ４６４

    動 産 不 動 産 処 分 益 ２ ２４  △ ２２

    償 却 債 権 取 立 益 ６０３ ２９  ５７４

    そ の 他 の 特 別 利 益 ０ ８７  △ ８７

特 別 損 失 ２４１ ９４１  △ ７００

    動 産 不 動 産 処 分 損 ７０ １２８  △ ５８

    減 損 損 失 １７０ －  １７０

    そ の 他 の 特 別 損 失 － ８１３  △ ８１３

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 １９，１９６ １５，４７５  ３，７２１

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 ３，８８２ ４，７０４  △ ８２２

法 人 税 等 調 整 額 ３，９７５ １，５０８  ２，４６７

少 数 株 主 利 益 ５１７ ６３２  △ １１５

当 期 純 利 益 １０，８２１ ８，６３１  ２，１９０

 （注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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比 較 連 結 剰 余 金 計 算 書 

 

（単位：百万円） 

科             目 
平成１７年度 

（Ａ） 

平成１６年度 

（Ｂ） 

比  較 

（Ａ）－（Ｂ） 

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）    

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 ２９，３０１ ２９，３０１ ０

資 本 剰 余 金 増 加 高 １０，１３７ ０ １０，１３７

    増 資 に よ る 新 株 の 発 行 ９，０４９ － ９，０４９

    自 己 株 式 処 分 差 益 １，０８８ ０ １，０８８

資 本 剰 余 金 期 末 残 高 ３９，４３９ ２９，３０１ １０，１３８

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）    

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 ３８，６２９ ３１，４７３ ７，１５６

利 益 剰 余 金 増 加 高 １０，８２１ ８，７５５ ２，０６６

    当 期 純 利 益 １０，８２１ ８，６３１ ２，１９０

    土地再評価差額金取崩による増加高 － １２４ △ １２４

利 益 剰 余 金 減 少 高 １，６２５ １，６００ ２５

    配 当 金 １，５６６ １，５７２ △ ６

    役 員 賞 与 金 ４１ ２７ １４

    土地再評価差額金取崩による減少高 １７ － １７

利 益 剰 余 金 期 末 残 高 ４７，８２５ ３８，６２９ ９，１９６

 （注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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比較連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円） 
科           目 平成１７年度（Ａ） 平成１６年度（Ｂ） 比 較（Ａ）－（Ｂ）

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー  

 税金等調整前当期純利益 １９，１９６ １５，４７５ ３，７２１

 減価償却費 ９３３ ９６４ △ ３１

 貸倒引当金の増加額 △ ３，９３６ △ ２，９２８ △ １，００８

 投資損失引当金の増加額 ０ ０ ０

 債権売却損失引当金の増加額 － △ １０ １０

 賞与引当金の増加額 △ ４ ９７ △ １０１

 退職給付引当金の増加額 １０８ ４７１ △ ３６３

 資金運用収益 △ ５２，２２４ △ ５０，１２９ △ ２，０９５

 資金調達費用 ２，２５８ ２，１７９ ７９

 有価証券関係損益（△） １，１２８ △ ７６ １，２０４

 金銭の信託の運用損益（△） △ ２６ △ ３５ ９

 為替差損益（△） △ ２３４ △ ２６３ ２９

 動産不動産処分損益（△） ６７ １０４ △ ３７

 商品有価証券の純増（△）減 △ １２５ １，０５１ △ １，１７６

 貸出金の純増（△）減 △ １７８，３０７ △ １４０，９２６ △ ３７，３８１

 預金の純増減（△） ７９，２３０ ８９，１１０ △ ９，８８０

 譲渡性預金の純増減（△） ８，４３０ △ ４，９５０ １３，３８０

 借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） △ ２９５ △ ３，００２ ２，７０７

 預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △ ４６０ ３，２１５ △ ３，６７５

 コールローン等の純増（△）減 ７５，２６６ ５５，３３２ １９，９３４

 コールマネー等の純増減（△） ５７ △ ９，７６５ ９，８２２

 債券貸借取引受入担保金の純増減(△) ２，９２８ － ２，９２８

 外国為替（資産）の純増（△）減 △ ６２ 1，３９３ △ １，４５５

 外国為替（負債）の純増減（△） ７６ △ ２２２ ２９８

 資金運用による収入 ５９，１６９ ５３，３７４ ５，７９５

 資金調達による支出 △ ２，３２４ △ ２，２７１ △ ５３

 その他 △ １０，３４６ △ ３，７５３ △ ６，５９３

 小       計 ５０２ ４，４３５ △ ３，９３３

 法人税等の支払額 △ ７，０５３ △ ４ △ ７，０４９

 営業活動によるキャッシュ・フロー △ ６，５５０ ４，４３０ △ １０，９８０
Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー  

 有価証券の取得による支出 △ ３２６，９２２ △ ２８４，４６９ △ ４２，４５３

 有価証券の売却による収入 ２４９，０２１ ２１８，３２７ ３０，６９４

 有価証券の償還による収入 ４６，９２０ ５８，５９５ △ １１，６７５

 金銭の信託の増加による支出 － △ １，２０３ １，２０３

 金銭の信託の減少による収入 ２６ １，１９３ △ １，１６７

 動産不動産の取得による支出 △ １，６１４ △ ２，５６２ ９４８

 動産不動産の売却による収入 ２５９ ５６６ △ ３０７

 投資活動によるキャッシュ・フロー △ ３２，３０８ △ ９，５５４ △ ２２，７５４
Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー  

 株式の発行による収入 １８，０１２ － １８，０１２

 配当金の支払額 △ １，５６２ △ １，５７２ １０

 少数株主への配当金の支払額 △ ３ △ １ △ ２

 自己株式の取得による支出 △ ５２ △ １，１４２ １，０９０

 自己株式の売却による収入 ２，６８９ ３ ２，６８６

 財務活動によるキャッシュ・フロー １９，０８４ △ ２，７１４ ２１，７９８

Ⅳ．現金及び現金同等物の増加額 △ １９，７７５ △ ７，８３７ △ １１，９３８
Ⅴ．現金及び現金同等物の期首残高 １５４，６１６ １６２，４５４ △ ７，８３７
Ⅵ．現金及び現金同等物の期末残高 １３４，８４１ １５４，６１６ △ １９，７７５

 （注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
－10－ 



株式会社武蔵野銀行 

 

＜連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項＞ 

 

イ．連結の範囲に関する事項 

①連結される子会社及び子法人等   ８社 

       会社名 ぶぎんビジネスサービス株式会社  

ぶぎんビルメンテナンス株式会社  

ぶぎん総合リース株式会社  

ぶぎん保証株式会社  

むさしのカード株式会社 

ぶぎんシステムサービス株式会社 

株式会社ぶぎん地域経済研究所 

株式会社ぶぎんキャピタル 

②非連結の子会社及び子法人等    １社 

       会社名 むさしの地域活性化ファンド投資事業有限責任組合 

非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、当期純利益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分

に見合う額)等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を

妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。 

 

ロ．持分法の適用に関する事項 

①持分法適用の子会社及び子法人等、関連法人等 

         該当ありません。  

②持分法非適用の子会社及び子法人等    １社 

       会社名 むさしの地域活性化ファンド投資事業有限責任組合 

持分法非適用の子会社及び子法人等は、当期純利益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等

からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除外して

おります。 

③持分法非適用の関連法人等 

         該当ありません。  

 

ハ．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。 

            ３月末   ８社 

 

ニ．会計処理基準に関する事項 

（１）商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

（２）有価証券の評価の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券の

うち時価のあるものについては、連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）時価

のないものについては、移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評

価差額については、全部資本直入法により処理しております。 

有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、

時価法により行っております。 

（３）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

（４）減価償却の方法 

①当行の動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除

く。）については定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建      物 １５年～５０年 

動      産         ４年～２０年 

連結子会社の動産不動産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法により償却しております。 

②ソフトウェア 
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    自社利用のソフトウェアについては、当行及び連結子会社で定める利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却

しております。 

（５）貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同

等の状況にある債務者（以下､｢実質破綻先」という｡）に係る債権については、以下のなお書に記載されている直接減

額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しておりま

す。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権に

ついては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者

の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間に

おける貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資

産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念

債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による

回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は、 

１６，４１４百万円であります。 

（６)投資損失引当金の計上基準 

投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状態を勘案して必要と認められ

る額を計上しております。 

（７）賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち当連結会計年

度に帰属する額を計上しております。 

（８）退職給付引当金の計上基準 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下の

とおりであります。 

         過去勤務債務         その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法に 

                              より費用処理 

         数理計算上の差異     各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）に 

                              よる定率法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理 

当連結会計年度より、実際運用収益が期待運用収益を超過したこと等による数理計算上の差異の発生により、年金

資産が企業年金制度に係る退職給付債務を超えることとなった場合における当該超過額(以下「未認識年金資産」と

いう。)は、平成１７年３月１６日付で「退職給付に係る会計基準」(企業年金審議会平成１０年６月１６日)の一部が改正さ

れ、未認識年金資産を資産として認識することが認められました。これに伴い、「『退職給付に係る会計基準』の一部改

正に関する適用基準」(企業会計基準適用指針第７号平成１７年３月１６日)を適用しております。これによる当連結会

計年度の損益に与える影響はありません。 

（９）外貨建資産・負債の換算基準 

外貨建資産・負債については、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

（10）リース取引の処理方法 

当行及び連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

（11）重要なヘッジ会計の方法 

（イ）金利リスク・ヘッジ 

当行では、主に、ヘッジ対象である貸出金等の金融資産・負債から生じる金利リスクの回避を目的として、各取引毎

のヘッジ対象に個別対応のデリバティブ取引を行う「個別ヘッジ」を実施しております。また、複数のヘッジ対象に対し

てデリバティブ取引を行う「包括ヘッジ」を実施しております。ヘッジ会計の方法は、貸出金等については繰延ヘッジ

処理及び金利スワップの特例処理を行っております。また、当行のリスク管理方針に従い、ヘッジ手段とヘッジ対象を

一体管理するとともに、ヘッジ対象のリスクが減殺されているかを検証し、ヘッジの有効性を評価しております。 

連結子会社の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、当行と同様の方法によっており

ます。 
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（ロ）為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取

引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号）に規

定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスク

を減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債

権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価して

おります。 

なお、当連結決算日において通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等はありません。 

（12）消費税等の会計処理 

当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

ただし、動産不動産に係る控除対象外消費税等は当連結会計年度の費用に計上しております。 

 

ホ．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 

ヘ．連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定の償却は、その効果を合理的に見積もり２０年以内に均等償却することとしております。 

なお、当連結会計年度については、該当事項はありません。 

 

ト．利益処分項目の取扱い等に関する事項  

連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した利益処分に基づいて作成しております。 

 

チ．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の「現金預け金」のうち現金及び日本銀

行への預け金であります。 

 

＜連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更＞ 

 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 

  固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会平成１４

年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号平成１５年１０月３１日)を

当連結会計年度から適用しております。これにより、税金等調整前当期純利益は１７０百万円減少しております。 

  なお、銀行業においては、「銀行法施行規則」(昭和５７年大蔵省令第１０号)に基づき減価償却累計額を直接控除によ

り表示しているため、減損損失累計額につきましては、各資産の金額から直接控除しております。 

 

＜注記事項＞ 

 

（連結貸借対照表関係） 

 

１． 有価証券には、非連結子会社の出資金４１８百万円を含んでおります。 

２． 貸出金のうち、破綻先債権額は２，８７１百万円、延滞債権額は４１，６８６百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息

の取立て又は弁済の見込がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未

収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号) 第９６条第１項第３号のイからホまで

に掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目

的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

３． 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は９９百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻

先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 
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４． 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は３２，５０４百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、

元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月

以上延滞債権に該当しないものであります。 

５． 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は７７，１６２百万円でありま

す。なお、１.から４.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

６． 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」 （日本公認会計士協

会業種別監査委員会報告第２４号）に基づき金融取引として処理しております。 

これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方

法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、４２，２４１百万円であります。 

７． 担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

   有価証券   ２，９７５百万円 

その他資産   ５，４８２百万円 

担保資産に対応する債務 

   債券貸借取引受入担保金  ２，９２８百万円 

借用金   ５，２０３百万円 

上記のほか、為替決済等の取引の担保等として、有価証券９９，８９０百万円を差し入れております。 

また、動産不動産のうち保証金権利金は２，２４０百万円であります。 

８． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上

規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。 

これらの契約に係る融資未実行残高は、２８３，７６１百万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のものが 

２３０，６７７百万円あります。このほかに総合口座の当座貸越契約に係る融資未実行残高が２２８，３４１百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行

及び連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の

変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又

は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・

有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必

要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

９． ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ利益として「その他負債」に含めて計上しております。な

お、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は６百万円、繰延ヘッジ利益の総額は１，２２１百万円であります。 

10． 土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、当行の事業用土地の再評価を行い、

評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、こ

れを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。 

 再評価を行った年月日 平成１０年３月３１日 

 同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日

 公布政令第１１９号）第２条第４号に定める地価税法に基 

 づいて、（奥行価格補正、側方路線影響加算、不整形地

 地補正による補正等）合理的な調整を行って算出 

同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額が当該事業用土地

の再評価後の帳簿価額の合計額を下回る金額は１１，０３５百万円であります。 

11．動産不動産の減価償却累計額は２１，１４７百万円であります。 

12. 動産不動産の圧縮記帳額は１，４６９百万円であります。 

13．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金２７，５００百万円が

含まれております。 

14．連結会社が保有する当行の株式の数 

普通株式   ３９千株 
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（連結損益計算書関係） 

 

その他の経常費用には、貸出金償却１１７百万円、株式等償却１０３百万円を含んでおります。 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表上に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりでありま

す。 

平成１８年３月３１日現在 

現金預け金勘定   １３６，２５７百万円 

日本銀行以外の預け金         △ １，４１６百万円 

  現金及び現金同等物  １３４，８４１百万円 

 

（リース取引関係） 

 

  （貸主側） 

自 平成１６年４月 １日 自 平成１７年４月 １日 
前連結会計年度（ 

至 平成１７年３月３１日 
） 当連結会計年度（

至 平成１８年３月３１日 
） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

・リース物件の取得価額、減価償却累計額及び年度末 

 残高                                 

                                （単位：百万円）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

・リース物件の取得価額、減価償却累計額及び年度末 

 残高 

                                （単位：百万円）

 動  産 その他 合  計  動  産 その他 合  計

取得価額 ３４，８９１ ９，４６７ ４４，３５８ 取得価額 ３６，８９７ ９，６６１ ４６，５５９

減価償却累

計額 
２１，５９８ ５，０６７ ２６，６６５

減価償却累

計額 
２３，０４５ ５，５１９ ２８，５６５

年度末残高 １３，２９２ ４，４００ １７，６９２ 年度末残高 １３，８５１ ４，１４１ １７，９９３

 一年内 一年超 合  計  一年内 一年超 合  計

・未経過リ 

 ース料年 

 度末残高 

 相当額 

５，２３５ １２，６６７ １７，９０２

・未経過リ 

 ース料年 

 度末残高 

 相当額 

５，４０５ １２，９１０ １８，３１５

・受取リース 

 料 
６，９６３  

・受取リース

 料 
７，０２６ 

・減価償却 

 費 
５，５１５  

・減価償却 

 費 
５，５１２ 

・受取利息 

 相当額 
1，５２９  

・受取利息 

 相当額 
１，５６２ 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各連結会計年度への配分方法に

ついては、利息法によっております。 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各連結会計年度への配分方法に

ついては、利息法によっております。 
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（有価証券関係） 

 

連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」及び「買入金銭債権」中のその他の買入金銭債権を含めて

記載しております。 

 

Ⅰ 前連結会計年度 

 

（１）売買目的有価証券（平成１７年３月３１日現在）  

 連結貸借対照表計上額（百万円） 
当連結会計年度の損益に含まれた評価差額

（百万円） 

売買目的有価証券 ４３５ ０

 

（２）満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成１７年３月３１日現在） 

 

 

連結貸借対照表計

上額（百万円） 
時価（百万円） 

差額 

（百万円） 
うち益（百万円） うち損（百万円）

債      券 ５，９１３ ６，００２ ８９ ８９ －

 国  債 ６００ ６０３ ３ ３ －

 地方債 ５，３１２ ５，３９８ ８６ ８６ －

合      計 ５，９１３ ６，００２ ８９ ８９ －

 

（３）その他有価証券で時価のあるもの（平成１７年３月３１日現在） 

 

 

取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照表

計上額（百万円）

評価差額 

（百万円） 
うち益（百万円） うち損（百万円）

株      式 ３３，５４７ ４５，１７６ １１，６２９ １２，５１９ ８９０

債      券 ４５５，１４９ ４６１，０５１ ５，９０１ ６，７１７ ８１６

 国  債 ２４０，４３０ ２４２，７５０ ２，３２０ ２，７４５ ４２５

 地方債 １０２，３９２ １０４，１２１ １，７２９ ２，０５０ ３２１

 社  債 １１２，３２６ １１４，１７９ １，８５２ １，９２２ ６９

そ  の  他 ９８，２５８ ９８，８７２ ６１３ １，３８５ ７７２

合      計 ５８６，９５５ ６０５，１００ １８，１４４ ２０，６２２ ２，４７８

（注）１．連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したもので

あります。 

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 

３．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時

価が取得原価まで回復する見込みがないものと判断したものについては、当該時価をもって連結貸借対照

表価額とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しておりま

す。 

当連結会計年度における減損処理額は、１，０９５百万円（うち、株式１，０９５百万円）であります。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、次のとおりであります。 

ア．期末時価が帳簿価額の５０％以上下落した場合 

イ．期末時価が帳簿価額の３０％以上５０％未満下落し、かつ次のいずれかに該当する場合 

① 時価が過去１年間にわたり帳簿価額の３０％以上下落 

② 発行会社が債務超過 

③ 発行会社が２期連続の赤字決算 

なお、上記の評価差額から繰延税金負債７，３４６百万円を差し引いた額１０，７９７百万円が「その他有価

証券評価差額金」に計上されております。 

 

（４）当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自平成１６年４月１日 至平成１７年３月３１日） 

該当ありません。 
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（５）当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成１６年４月１日 至平成１７年３月３１日） 

 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

その他有価証券 ２１７，９３０ ３，４０１ １，７８４
 

（６）時価のない有価証券の主な内容と連結貸借対照表計上額(平成１７年３月３１日現在) 

 金  額（百万円） 

 満期保有目的の債券 １１，６７８  

    事業債（私募債） １１，６７８  

 その他有価証券 ４，０９３  

    非上場株式（店頭売買株式は除く） ２，２０８  

    投資事業組合 １，６８０  

    その他 ２０３  

 

（７）保有目的を変更した有価証券 

該当ありません。 
 
（８）その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（平成１７年３月３１日現在） 

 １年以内（百万円） 
１年超５年以内 

（百万円） 

５年超 10 年以内 

（百万円） 
10 年超（百万円） 

債       券 ３７，４５１ ２３９，３９３ １３０，７０１ ７０，６９９

 国    債 １０，９３４ １１３，９８３ ４７，１３３ ７０，６９９

 地 方 債 ６１３ ５２，６６４ ５６，１５６ －

 社    債 ２５，９０４ ７２，７４５ ２７，４１２ －

そ  の   他 ７，４３４ ４６，７１０ ２４，１３２ １４，４５２

合       計 ４４，８８６ ２８６，１０４ １５４，８３３ ８５，１５１
 
 
Ⅱ 当連結会計年度 
 
（１）売買目的有価証券（平成１８年３月３１日現在）  

 連結貸借対照表計上額（百万円） 
当連結会計年度の損益に含まれた評価差額

（百万円） 

売買目的有価証券 ５６１ △ ２

 

（２）満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成１８年３月３１日現在） 

 

 

連結貸借対照表計

上額（百万円） 
時価（百万円） 

差額 

（百万円） 
うち益（百万円） うち損（百万円）

債      券 ９，７８１ ９，６１０ △ １７１ － １７１

 国  債 １，８００ １，７６７ △ ３２ － ３２

 地方債 ７，９８１ ７，８４２ △ １３９ － １３９

合      計 ９，７８１ ９，６１０ △ １７１ － １７１
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（３）その他有価証券で時価のあるもの（平成１８年３月３１日現在） 

 

 

取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照表

計上額（百万円）

評価差額 

（百万円） 
うち益（百万円） うち損（百万円）

株      式 ３７，０１８ ６８，７３７ ３１，７１８ ３１，８９３ １７４

債      券 ４６５，９９０ ４５８，３５２ △ ７，６３７ ８４６ ８，４８３

 国  債 ２６１，５８３ ２５５，９３５ △ ５，６４７ ５７ ５，７０４

 地方債 ９６，３９２ ９５，１８１ △ １，２１１ ３４３ １，５５４

 社  債 １０８，０１４ １０７，２３６ △ ７７８ ４４６ １，２２４

そ  の  他 １０４，５３５ １０５，１０６ ５７１ ２，４５５ １，８８３

合      計 ６０７，５４４ ６３２，１９６ ２４，６５２ ３５，１９４ １０，５４２

（注）１．連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したもので

あります。 

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 

３．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時

価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照

表価額とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しておりま

す。 

当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式については、減損処理を行っておりません。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、次のとおりであります。 

ア．期末時価が帳簿価額の５０％以上下落した場合 

イ．期末時価が帳簿価額の３０％以上５０％未満下落し、かつ次のいずれかに該当する場合 

① 時価が過去１年間にわたり帳簿価額の３０％以上下落 

② 発行会社が債務超過 

③ 発行会社が２期連続の赤字決算 

なお、上記の評価差額から繰延税金負債９，９８１百万円を差し引いた額１４，６７０百万円が「その他有価

証券評価差額金」に計上されております。 

 

（４）当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自平成１７年４月１日 至平成１８年３月３１日） 

該当ありません。 

 

（５）当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成１７年４月１日 至平成１８年３月３１日） 

 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

その他有価証券 ２４９，９３５ １，１８３ １，９１６

 

（６）時価のない有価証券の主な内容と連結貸借対照表計上額(平成１８年３月３１日現在) 

 金  額（百万円） 

 満期保有目的の債券 １０，４４２  

    事業債（私募債） １０，４４２  

 その他有価証券 ５，４５３  

    非上場株式（店頭売買株式は除く） ２，７５６  

    投資事業組合 ２，５０３  

    その他 １９３  

 

（７）保有目的を変更した有価証券 

該当ありません。 

 

 

 

 

 

 

－18－ 



株式会社武蔵野銀行 

 

（８）その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（平成１８年３月３１日現在） 

 １年以内（百万円） 
１年超５年以内 

（百万円） 

５年超 10 年以内 

（百万円） 
10 年超（百万円） 

債       券 ４１，７８４ ２３８，６０２ １４７，９９８ ４８，５８６

 国    債 ２０，２４１ １２０，９１３ ７０，７７１ ４４，００８

 地 方 債 ３，８９６ ４３，６８２ ５５，５８４ －

 社    債 １７，６４７ ７４，００６ ２１，６４２ ４，５７７

そ  の   他 １５，７０２ ３１，０５０ ２８，４７９ １８，０１０

合       計 ５７，４８７ ２６９，６５２ １７６，４７７ ６６，５９６

 

 

（金銭の信託関係） 
 
Ⅰ 前連結会計年度 
 
（１）運用目的の金銭の信託（平成１７年３月３１日現在） 

 連結貸借対照表計上額（百万円）
当連結会計年度の損益に含まれ

た評価差額（百万円） 

運用目的の金銭の信託 １，５００ －

 

（２）満期保有目的の金銭の信託（平成１７年３月３１日現在）   

該当ありません。 

 

（３）その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成１７年３月３１日現在） 

該当ありません。 

 

Ⅱ 当連結会計年度 
 
（１）運用目的の金銭の信託（平成１８年３月３１日現在） 

 連結貸借対照表計上額（百万円）
当連結会計年度の損益に含まれ

た評価差額（百万円） 

運用目的の金銭の信託 １，５００ －

 

（２）満期保有目的の金銭の信託（平成１８年３月３１日現在）   

該当ありません。 

 

（３）その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成１８年３月３１日現在） 

該当ありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－19－ 



株式会社武蔵野銀行 

 

（その他有価証券評価差額金） 

 

Ⅰ 前連結会計年度 

 

○その他有価証券評価差額金（平成１７年３月３１日現在） 

連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 

 

 金額（百万円） 

評価差額 １８，１４４  

その他有価証券 １８，１４４  

その他の金銭の信託 －  

（△）繰延税金負債 △ ７，３４６  

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） １０，７９７  

（△）少数株主持分相当額 －  

（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券 

に係る評価差額金のうち親会社持分相当額 
－  

その他有価証券評価差額金 １０，７９７  

 

Ⅱ 当連結会計年度 

 

○その他有価証券評価差額金（平成１８年３月３１日現在） 

連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 

 

 金額（百万円） 

評価差額 ２４，６５２  

その他有価証券 ２４，６５２  

その他の金銭の信託 －  

（△）繰延税金負債 △ ９，９８１  

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） １４，６７０  

（△）少数株主持分相当額 －  

（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券 

に係る評価差額金のうち親会社持分相当額 
－  

その他有価証券評価差額金 １４，６７０  

 

（デリバティブ取引関係）  

 

Ⅰ 前連結会計年度 

 

１．取引の状況に関する事項 

（１）取引の内容及び利用目的 

当行は、銀行全体の資産・負債に係る将来の金利変動、価格変動及び為替相場の変動等のリスクを回避しつつ

収益を確保するとともに、多様な金融サービスに対するお客様のニーズにお応えする目的から、金利スワップ取引、

金融先物取引等のデリバティブ取引を行っております。 

（２）取引に対する取組方針 

当行は、資産・負債の健全かつ効率的運用及び利益確保のため、十分なリスク管理のもとでデリバティブ取引を行

う方針であります。 

（３）取引に係るリスクの内容 

デリバティブ取引は、市場リスクと信用リスクを内包しております。 

市場リスクとは、市場における価格及び金利の変動により、取引対象物の価格が変動することであり、信用リスクと

は、取引相手に契約不履行が生じた場合に被るリスクであります。 
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（４）取引に係るリスク管理体制 

当行ではこれらのリスクに対して、ＡＬＭ委員会を定期的に開催し、金利・経済環境の予測を基に銀行全体の資

産・負債が抱えるリスクを的確に把握するとともに安定的な収益確保のため、リスク管理の方策を協議・決定しており

ます。なお、「流動性リスク」については日次・月次での資金の動きを把握し、資金ポジションの適切な管理を行い対

応しております。 

（５）定量的情報に関する補足説明 

「取引の時価等に関する事項」における契約額等は、デリバティブ取引における名目上の金額であり、これ自体が

市場リスク量や信用リスク量を表わすものではありません。 

 

２．取引の時価等に関する事項 

(１)金利関連取引(平成１７年３月３１日現在) 

契約額等のうち

区分 種  類 
契約額等 

（百万円） 
１年超のもの 

（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 

（百万円） 

金利先渡契約 － － － －

金利スワップ ４，４９３ ２，７９６ △ ３８ △ ３８

受取変動・支払固定 ４，４９３ ２，７９６ △ ３８ △ ３８

金利オプション － － － －

店頭 

その他 － － － －

 合  計 △ ３８ △ ３８

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 

なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協

会業種別監査委員会報告第２４号）等に基づき、ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記記載

から除いております。 

２．時価の算定 

店頭取引につきましては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。 

 

(２)通貨関連取引(平成１７年３月３１日現在)  

契約額等のうち

区分 種  類 
契約額等 

（百万円） 
１年超のもの 

（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 

（百万円） 

通貨スワップ － － － －

為替予約 ３，０５８ － ３，１２２ △ ５

売建 １，８７９ － １，９１４ △ ３４

買建 １，１７９ － １，２０８ ２９

通貨オプション － － － －

店頭 

その他 － － － －

 合  計 ３，１２２ △ ５

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士

協会業種別監査委員会報告第２５号）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨

建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されてい

るもの、又は当該外貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いてお

ります。 

２．時価の算定 

割引現在価値等により算定しております。 

 

（３）株式関連取引、（４）債券関連取引、（５）商品関連取引及び（６）クレジットデリバティブ取引については、該当ありませ

ん。 
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Ⅱ 当連結会計年度 

 

１．取引の状況に関する事項 

（１）取引の内容及び利用目的 

当行は、銀行全体の資産・負債に係る将来の金利変動、価格変動及び為替相場の変動等のリスクを回避しつつ

収益を確保するとともに、多様な金融サービスに対するお客様のニーズにお応えする目的から、金利スワップ取引、

金融先物取引等のデリバティブ取引を行っております。 

（２）取引に対する取組方針 

当行は、資産・負債の健全かつ効率的運用及び利益確保のため、十分なリスク管理のもとでデリバティブ取引を行

う方針であります。 

（３）取引に係るリスクの内容 

デリバティブ取引は、市場リスクと信用リスクを内包しております。 

市場リスクとは、市場における価格及び金利の変動により、取引対象物の価格が変動することであり、信用リスクと

は、取引相手に契約不履行が生じた場合に被るリスクであります。 

（４）取引に係るリスク管理体制 

当行ではこれらのリスクに対して、ＡＬＭ委員会を定期的に開催し、金利・経済環境の予測を基に銀行全体の資

産・負債が抱えるリスクを的確に把握するとともに安定的な収益確保のため、リスク管理の方策を協議・決定しており

ます。なお、「流動性リスク」については日次・月次での資金の動きを把握し、資金ポジションの適切な管理を行い対

応しております。 

（５）定量的情報に関する補足説明 

「取引の時価等に関する事項」における契約額等は、デリバティブ取引における名目上の金額であり、これ自体が

市場リスク量や信用リスク量を表わすものではありません。 

 

２．取引の時価等に関する事項 

(１)金利関連取引(平成１８年３月３１日現在) 

契約額等のうち

区分 種  類 
契約額等 

（百万円） 
１年超のもの 

（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 

（百万円） 

金利先渡契約 － － － －

金利スワップ ４，７７７ ４，７１７ ８６ ８６

受取変動・支払固定 ４，７７７ ４，７１７ ８６ ８６

金利オプション － － － －

店頭 

その他 － － － －

 合  計 ８６ ８６

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 

なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協

会業種別監査委員会報告第２４号）等に基づき、ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記記載

から除いております。 

２．時価の算定 

店頭取引につきましては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。 
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(２)通貨関連取引(平成１８年３月３１日現在)  

契約額等のうち

区分 種  類 
契約額等 

（百万円） 
１年超のもの 

（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 

（百万円） 

通貨スワップ － － － －

為替予約 １，７２３ － １，７４４ １

売建 ９９２ － １，００２ △ １０

買建 ７３０ － ７４１ １１

通貨オプション － － － －

店頭 

その他 － － － －

 合  計 １，７４４ １

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 

なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士

協会業種別監査委員会報告第２５号）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨

建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されてい

るもの、又は当該外貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いてお

ります。 

２．時価の算定 

割引現在価値等により算定しております。 

 

（３）株式関連取引、（４）債券関連取引、（５）商品関連取引及び（６）クレジットデリバティブ取引については、該当ありませ

ん。 

 

 

（退職給付関係） 

 

１．採用している退職給付制度の概要 

当行及び連結子会社は、退職一時金制度と企業年金基金制度を併用しております。 

なお、企業年金基金は平成１６年３月に設立し、退職金の一部（６５％相当額）は企業年金基金から支払われます。ま

た、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

 

２．退職給付債務に関する事項 

前連結会計年度 

（平成１７年３月３１日） 

当連結会計年度 

（平成１８年３月３１日）区  分 

金額（百万円） 金額（百万円） 

退職給付債務 （Ａ） △ ２６，３１７  △ ２７，０１１  

年金資産 （Ｂ１） １７，１５３  ２３，７３８  

未認識年金資産 （Ｂ２） －  △ ２，４９８  

未積立退職給付債務 （Ｃ）＝（Ａ+Ｂ1+Ｂ２） △ ９，１６３  △ ５，７７１  

会計基準変更時差異の未処理額 （D） －  －  

未認識数理計算上の差異 （E） ４，５６１  ２，２５８  

未認識過去勤務債務 （Ｆ） ５２９  ４６９  

連結貸借対照表計上額純額 （Ｇ）＝（Ｃ+D+Ｅ＋Ｆ） △ ４，０７３  △ ３，０４２  

前払年金費用 （Ｈ） １，３８９  ２，５２８  

退職給付引当金 （G）－（Ｈ） △ ５，４６３  △ ５，５７１  

（注）１．臨時に支払う割増退職金は含めておりません。 

２．連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 
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３．退職給付費用に関する事項 

前連結会計年度 

（平成１７年３月３１日） 

当連結会計年度 

（平成１８年３月３１日）区  分 

金額（百万円） 金額（百万円） 

勤務費用 １，０４３  １，０４０  

利息費用 ４９６  ５０８  

期待運用収益 △ ５３４  △ ５７０  

過去勤務債務の費用処理額 ５９  ５９  

数理計算上の差異の費用処理額 １，２６４  ９３９  

会計基準変更時差異の費用処理額 ８１７  －  

退職給付費用 ３，１４７  １，９７７  

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は一括して「勤務費用」及び「会計基準変更時差異の 

費用処理額」に含めて計上しております。 

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

区  分 
前連結会計年度 

（平成１７年３月３１日） 

当連結会計年度 

（平成１８年３月３１日）

①割引率 ２．０％ ２．０％

②期待運用収益率 ３．５％ ３．０％

③退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

④過去勤務債務の額の処理年数 １０年 １０年

⑤数理計算上の差異の処理年数 １０年 １０年

⑥会計基準変更時差異の処理年数  ５年 ５年

 

（税効果会計関係） 

 

前 連 結 会 計 年 度 

（自平成１６年４月１日 至平成１７年３月３１日） 

当 連 結 会 計 年 度 

（自平成１７年４月１日 至平成１８年３月３１日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な要

因別の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な要

因別の内訳 

繰延税金資産  繰延税金資産  

・貸倒引当金 １４，７４６百万円 ・貸倒引当金 １２，１２０百万円

・ソフトウェア関連支出等 ２，２８２百万円 ・ソフトウェア関連支出等 １，５２９百万円

・有価証券等償却否認額 ２，１７１百万円 ・有価証券等償却否認額 ２，２１０百万円

・退職給付引当金 １，５７１百万円 ・退職給付引当金 １，２３１百万円

・賞与引当金 ５７５百万円 ・賞与引当金 ５７３百万円

・減価償却費 ４３３百万円 ・減価償却費 ４０１百万円

・その他 １，９４４百万円 ・その他 １，７２２百万円

繰延税金資産小計 ２３，７２５百万円 繰延税金資産小計 １９，７８７百万円

・評価性引当額 △ １，６４０百万円 ・評価性引当額 △ １，６７３百万円

繰延税金資産合計 ２２，０８５百万円 繰延税金資産合計 １８，１１４百万円

繰延税金負債 繰延税金負債 

・その他有価証券評価差額金 △ ７，３４６百万円 ・その他有価証券評価差額金 △ ９，９８１百万円

・不動産圧縮積立金 △ ３１２百万円 ・不動産圧縮積立金 △ ３０４百万円

・その他 △ ３２百万円 ・その他 △ ３２百万円

繰延税金負債合計 △ ７，６９１百万円 繰延税金負債合計 △ １０，３１８百万円

繰延税金資産の純額 １４，３９３百万円 繰延税金資産の純額 ７，７９５百万円
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（セグメント情報関係） 
 
１．事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成１６年４月１日 至 平成１７年３月３１日） 

 
銀行業務 

（百万円） 

リース 

業務 

（百万円）

その他 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は 

全社 

（百万円）

連結 

（百万円） 

Ⅰ 経常収益       

（１）外部顧客に対する 

経常収益 
６３，６５３ ９，１０２ ２，４４３ ７５，２００ － ７５，２００

（２）セグメント間の内部 

経常収益 
２６８ ９５７ １，０１１ ２，２３７ （２，２３７） －

計 ６３，９２１ １０，０６０ ３，４５４ ７７，４３７ （２，２３７） ７５，２００

経常費用 ４８，８４８ ９，３６２ ２，９４８ ６１，１５９ （２，２３５） ５８，９２３

経常利益 １５，０７３ ６９７ ５０６ １６，２７７ （１） １６，２７６

Ⅱ 資産、減価償却費 

及び資本的支出 
  

     資産 ３，０２１，１４６ ３０，０６６ １７，０９４ ３，０６８，３０７ （２５，４２１） ３，０４２，８８５

     減価償却費 ９４７ １３ ４ ９６４ （－） ９６４

     資本的支出 ２，５５０ ５ ７ ２，５６２ （－） ２，５６２

（注）１．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

２．各事業の主な内容は次のとおりであります。 

（１）銀行業務  銀行業務 

（２）リース業務  リース業務 

（３）その他  信用保証業務、クレジットカード業務、金銭の貸付業務、コンピュータシステムの開発・販 

 売・保守管理業務、県内経済・産業の調査研究、経営・税務等の相談、ベンチャー企業 

 への投資、経営相談 
 

当連結会計年度（自 平成１７年４月１日 至 平成１８年３月３１日） 

 
銀行業務 

（百万円） 

リース 

業務 

（百万円）

その他 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は 

全社 

（百万円）

連結 

（百万円） 

Ⅰ 経常収益       

（１）外部顧客に対する 

経常収益 
６４，５４３ ９，７７２ ２，４６５ ７６，７８１ － ７６，７８１

（２）セグメント間の内部 

経常収益 
２７５ ９５３ １，０５２ ２，２８１ （ ２，２８１） －

計 ６４，８１９ １０，７２５ ３，５１８ ７９，０６３ （ ２，２８１） ７６，７８１

経常費用 ４６，８６１ ９，７６７ ３，６００ ６０，２２９ （ ２，２７８） ５７，９５０

経常利益 

（△は経常損失） 
１７，９５７ ９５７ △ ８１ １８，８３４ 

（    ２）
１８，８３１

Ⅱ 資産、減価償却費 

及び資本的支出 
  

     資産 ３，１３８，４２７ ２８，７２２ １７，０７９ ３，１８４，２３０ （２４，２８０） ３，１５９，９４９

     減価償却費 ９１２ １４ ７ ９３３ （－） ９３３

     資本的支出 １，５１８ ７４ ２１ １，６１４ （－） １，６１４

（注）１．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 

２．各事業の主な内容は次のとおりであります。 

（１）銀行業務  銀行業務 

（２）リース業務  リース業務 

（３）その他  信用保証業務、クレジットカード業務、金銭の貸付業務、コンピュータシステムの開発・販 

 売・保守管理業務、県内経済・産業の調査研究、経営・税務等の相談、ベンチャー企業 

 への投資、経営相談 
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２．所在地別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成１６年４月１日 至 平成１７年３月３１日） 

全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合がいずれも１００％

のため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

当連結会計年度（自 平成１７年４月１日 至 平成１８年３月３１日） 

全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合がいずれも１００％

のため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 
 
３．国際業務経常収益 

前連結会計年度（自 平成１６年４月１日 至 平成１７年３月３１日） 

国際業務経常収益が連結経常収益の１０％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。 

 

当連結会計年度（自 平成１７年４月１日 至 平成１８年３月３１日） 

国際業務経常収益が連結経常収益の１０％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。 

 

（関連当事者との取引） 
 

前連結会計年度（自 平成１６年４月１日 至 平成１７年３月３１日） 

関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。 

 

当連結会計年度（自 平成１７年４月１日 至 平成１８年３月３１日） 

関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。 

 

（１株当たり情報） 

 

 

前連結会計年度 

（自 平成１６年４月 １日 

至 平成１７年３月３１日） 

当連結会計年度 

（自 平成１７年４月 １日 

至 平成１８年３月３１日） 

１株当たり純資産額 円 ３，８６９．４６ ４，４８８．８２

１株当たり当期純利益 円 ２７３．５７ ３３２．２０

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 円 － －

（注）１．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 前連結会計年度 

（自 平成１６年４月 １日 

至 平成１７年３月３１日） 

当連結会計年度 

（自 平成１７年４月 １日 

至 平成１８年３月３１日） 

  当期純利益 百万円 ８，６３１ １０，８２１

  普通株主に帰属しない金額 百万円 ４８ ７３

うち利益処分による役員賞与金 百万円 ４８ ７３

  普通株式に係る当期純利益 百万円 ８，５８２ １０，７４７

  普通株式の期中平均株式数 千株 ３１，３７２ ３２，３５３

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないことにより記載しておりません。 

 

（生産受注及び販売の状況） 

 

銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載しておりません。 
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